
 

 

いる」が 48％、「制度がある

が、推進していない」が 23％

と、回答企業の７割以上で社内

制度化されています。 

ほかにも、「知人の会社に誘

われた人のうち、実際に選考を

受けた人」が 54.8％にのぼる

など、広く行われている結果と

なりました。「リファラル採用」

という言葉が広まったのは最

近のことですが、従業員（以下

「紹介者」）の紹介による採用

は、珍しいことではありませ

ん。 

◆リファラル採用のメリット 

企業にとっては、リファラル

採用のメリットとして、「採用

のミスマッチが起こりにくい」

（紹介者が詳細に企業説明を

するため）、「定着率が高い」

（紹介者による入社後のアフ

ターフォローのため）、「採用

コストが低い」、「通常の採用

活動では応募しないような人

材を採用できる」、などが挙げ

られます。 

一方、デメリットとしては、

「不採用とした場合の、人間関

係悪化」、「紹介者が退職した

場合の、採用者の意欲低下」な

どが懸念されることがありま

す。 

◆紹介者へのインセンティブ

の相場 

採用に至った場合、紹介者に

インセンティブ（成功報酬）を

支払う場合もあります。 

エン・ジャパン株式会社「リ

ファラル採用（社員紹介）意識

調査」によれば、リファラル採

用実施企業の 44％が、紹介者

へインセンティブを支給して

います。また、その支給額は「3

万円から 10 万円」が最多

（52％）とのことです。 

◆インセンティブ支給の留意

点 

紹介者にインセンティブを

支給する際は、「賃金として支

払う必要がある」点に留意しま

しょう。「被用者で当該労働者

の募集に従事するもの」に「賃

金、給料その他（略）報酬」以

外を支払うことは、職業安定法

40 条（報酬の供与の禁止）違反

となるからです。 

リファラル採用を社内制度

化するにあたっては、就業規則

や賃金規程に明文化するとよ

いでしょう。 

【参考】 

リクルートキャリア「リファラ

ル採用で声をかけられた人の

実態調査」 

エン・ジャパン「リファラル採

用（社員紹介）意識調査」 

 

４月の税務と労務の手続

期限［提出先・納付先］ 
10 日 

○ 源泉徴収税額・住民税特別

徴収税額の納付［郵便局ま

たは銀行］ 

○ 雇用保険被保険者資格取

得届の提出＜前月以降に

採用した労働者がいる場

合＞［公共職業安定所］ 

○ 労働保険一括有期事業開

始届の提出＜前月以降に

一括有期事業を開始して

いる場合＞［労働基準監督

署］ 

15 日 

○ 給与支払報告に係る給与

所得者異動届出書の提出

［市区町村］ 

4 月 30 日 

○ 預金管理状況報告の提出

［労働基準監督署］ 

○ 労働者死傷病報告の提出

＜休業４日未満、１月～３

月分＞［労働基準監督署］ 

○ 健保・厚年保険料の納付

［郵便局または銀行］ 

○ 健康保険印紙受払等報告

書の提出［年金事務所］ 

○ 労働保険印紙保険料納付・

納付計器使用状況報告書

の提出［公共職業安定所］ 

○ 外国人雇用状況の届出（雇

用保険の被保険者でない

場合）＜雇入れ・離職の翌

月末日＞［公共職業安定

所］ 

○ 公益法人等の法人住民税

均等割の申告納付［都道府

県・市町村］ 

○ 固定資産税・都市計画税の

納付＜第 1 期＞［郵便局ま

たは銀行］ 

※都・市町村によっては異なる

月の場合があります。 

※提出・納付期限が、土曜・日

曜・祭日と重なる場合は、翌

日になります。 

が 29.2％、「４～６年前」が

22.8％と、働き方改革が叫ばれ

るようになったこの３年以内

に許可を開始した企業が半数

以上に上っていることがわか

ります。 

・副業許可の効果 

副業許可の効果を尋ねると、

「従業員の社外人脈の拡大」

52.2％、「モチベーションの向

上」50.3％、「スキル向上」

49.7％と、メリットを実感して

いる割合が高く、一方で効果を

感じていないとの回答は 18％

未満と少ないことがわかりま

した。 

副業禁止企業 

・企業規模別 

副業禁止割合を企業規模別

に見ると、10～100 人未満の企

業は 43％台、100～500 人未満

企業で 50％前後、1,000～1 万

人未満企業は 60％近くありま

す。 

・設立年数別 

10 年未満企業の副業禁止割

合は 36.3％と最も少なく、50

年以上企業は 62.1％と最も高

く、歴史のある企業ほど「全面

的に禁止」の割合が高くなって

いることがわかります。 

・禁止理由 

副業禁止の理由を尋ねると、

「従業員の過重労働につなが

るから」が 49.2％と最も多く、

「自社の業務に専念してもら

いたいから」が 47％、「疲労に

よる業務効率の低下が懸念さ

れるから」が 43.6％となって

います。 

副業禁止が何となく染みつ

いている時代ですが、この調

査によると、半数が副業を認

めている（条件付許可も含む）

実態がわかります。しかも、全

面的に副業を許可している企

業のほうが、社員のスキル向

上やモチベーションのアップ

といったプラスの効果を感じ

ているという結果も出ていま

す。今後は、コンプライアンス

やリスク回避もしっかり踏ま

えて、今後ますます広がる“多

様な働き方”に対応していく

必要があるでしょう。 

 

一般化するリファラル採

用と、その留意点 
◆「リファラル採用」とは 

リファラル採用（referral 

recruiting）をご存知でしょ

うか。いわゆる縁故採用の一

種で、「自社従業員に、採用候

補者を紹介してもらう採用

（制度）」をいいます。 

◆最新調査結果 

株式会社リクルートキャリ

ア「リファラル採用で声をか

けられた人の実態調査」によ

れば、「リファラル採用の制度

がありますか」という質問に

対し、「制度があり、推進して

約半数の企業が副業を許

可～パーソル総合研究所

の調査から 

◆調査の概要 

副業を解禁するべきかの判

断材料になる情報や、副業のメ

リットを享受したい企業がと

るべきアクションを明らかに

するため、総合人材サービス、

パーソルグループのシンクタ

ンク・コンサルティングファー

ムである株式会社パーソル総

合研究所は、インターネット調

査を通じて、副業に対する企業

と個人の意識調査の結果を公

表しました。 

今回は、その調査結果から注

目すべき内容を取り上げてま

とめます。 

◆調査結果 

・副業の許可と禁止割合 

10 人以上の従業員が勤務す

る企業の人事担当者（1,641

人）の回答によると、「全面的

に許可している」が 13.9％、

「禁止していない（希望者がい

れ ば 条 件 付 で 許 可 ）」 が

36.1％、「全面的に禁止してい

る」が 50％という結果になっ

ています。 

副業許可企業 

・副業許可の開始時期 

副業許可企業に、許可を開始

した時期を尋ねると、「１年以

内」が 22.8％、「２～３年前」
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